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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021 年 12 月 16 日に「新市場区分における上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、

その内容について開示しております。2023 年２月 28 日時点における計画の進捗状況等について、下記の

とおり作成いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１. 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の 2023 年２月末日時点におけるスタンダード市場の上場維持基準の適合状況は、以下のとお

りとなっております。当社は、下表のとおり「流通株式時価総額」について 2025 年２月期までに上

場維持基準を充たすために、引き続き各種取組みを進めてまいります。 

 
株主数 流通株式数 

流通株式 

時価総額 
流通株式比率 

当社の 

適合状況及び 

その推移 

2021 年６月 30 日 

（以降基準日）※１ 
931 人 16,282 単位 567,149 千円 22.5％ 

2023 年２月 28 日 

※２ 
1,502 人 22,964 単位 443,369 千円 31.4％ 

上場維持基準 400 人 2,000 単位 1,000,000千円 25.0％ 

2023 年２月 28 日時点の適合状況 適合 適合 不適合 適合 

当初の計画に記載した計画期間 － － 2025 年２月期 － 

※１. 2021 年６月 30 日時点の当社の適合状況につきましては、東京証券取引所が移行基準日(2021

年６月 30 日)時点で把握している当社の株式等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

２. 2023 年 2 月 28 日時点の当社の適合状況につきましては、東京証券取引所が基準日(2023 年 2

月 28 日)時点で把握している当社の株式等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

 

会 社 名 株 式 会 社 エ ヌ リ ン ク ス 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  栗 林  憲 介 

 （コード番号：6578 東証スタンダード市場）

問合せ先 取締役副社長兼管理本部長 栗林 圭介 

 （ T E L . 0 3 - 6 8 2 5 - 5 0 2 2 ）



 

２. 上場基準の適合に向けた取り組みの実施状況および評価 

流通株式時価総額について 

当社は、流通株式比率が 22.5％から 31.4％に上昇し、一定の株主数や流通株式数等を確保しなが

らも「流通株式数」に「株価」を乗じた「流通株式時価総額」が 567,149 千円から 443,369 千円に

減少することとなり、「流通株式時価総額」は、未だスタンダード市場の求める基準を満たしてい

ない状況となっております。 

このような状況を踏まえ、当社は、主要要素である「株価」を向上させるべく、持続的な成長と

企業価値の向上に向けた取組みを進めていくことが重要であると判断しております。 

当社は、2022 年４月 13 日に、2023 年２月期を初年度とし、2025 年２月期を最終年度とする３ヶ

年の中期経営計画を公表しており、当該計画を達成するための持続的な成長と中長期的な企業価値

の向上を推進する事により、スタンダード市場上場維持基準への適合を目指しております。 

 

① 中長期経営計画の取組み 

当社は、2029 年２月期までの中長期経営計画を定めており、2029 年２月期には連結営業利

益 30 億円以上の達成を目指しており、次のような取組みを実施しております。 

・セールスプロモーション事業～ＮＨＫ業務以外の業務の強化 

当社グループは、セールスプロモーション事業において積極的に新規取引先様の開拓およ

び取扱い商材の多角化を進めるとともに、デジタルメディアとミックスさせた営業手法等

を行い、ＮＨＫ業務以外の業務を拡大しております。 

・メディア事業～事業規模の拡大 

当社の強みであるＳＥＯの知見を活かした新規メディアサイトの展開、法人向けストック

ビジネスの拡大を行うとともに、Ｍ＆Ａの積極推進や成長分野への投資を行うことにより、

事業規模を拡大しております。 

なお、2025 年２月期までの中期経営計画につきましては次のとおりです。 

 2023 年２月期 

（実績） 

2024 年２月期 

（計画） 

2025 年２月期 

（計画） 

連結売上高 4,118 百万円 3,670 百万円 7,000 百万円 

連結営業利益 269 百万円 112 百万円 500 百万円 

※ 2024 年 2 月期の計画につきましては、2022 年４月 13 日に公表いたしました中期経営計画

より、一部見直しを行っております。 

 

② ＩＲ活動の推進・強化、投資家向けの情報発信の充実 

当社は、株価上昇を促す企業価値伝達のため、適時・適切な情報発信の強化に努め、且つ

株主・投資家の皆様の満足度向上につながる、IR ウェブサイトをはじめとした情報コンテン

ツの充実化を進めております。 

 

 



③ コーポレート・ガバナンスの充実 

企業価値の向上を目指す上で、コーポレート・ガバナンスを充実させることは、重要なことであ

ると認識しており、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、2021 年６月に改訂

されたコーポレートガバナンス・コードにおいて、改訂・新設された原則を中心に対応を進めてお

ります。 

 

当社は、以上の取り組みを継続的に行うことが企業価値の向上に繋がるものと考えております。

引き続き、計画書に基づく取り組みを進め、企業価値の向上を目指してまいります。 

 

 

以 上 


